
ディーゼル自動車等運行規制のあり方について

１ 趣 旨

二酸化窒素（NO2）及び浮遊粒子状物質（SPM）の環境基準の平成 22年度ま

とその維持のため、平成 15 年 10 月に｢環境の保全と創造に関する条例｣を改

重量 8トン以上の自動車(バスについては定員 30人以上)で自動車 NOx・PM 法

適合しない車両については、平成 16 年 10 月より阪神東南部地域での運行規

いる。

運行規制のあり方については、条例の附則に基づき、平成 19～20年度に環

環境部会において検討を行い、以下の答申を得た。

ディーゼル自動車等運行規制のあり方について（答申）（平成 20年８月 22日

１ 目標年度の環境基準達成のためには、条例規制を継続する必要がある。

２ 条例規制の実効性を担保するため、カメラ検査等の体制を維持し、不適合車の

底するとともに、中小企業者等の負担軽減を図り、最新規制適合車への代替を促

補助・融資制度を継続する必要がある。

また、条例の不知、誤認による違反がないよう関係団体への周知を図るととも

を引き続き行う必要がある。

３ 条例規制の存廃時期については、平成 22年度を一つの区切りとして、環境の状

たうえ、以降の規制についての方向性を再度検討し、決定するのが望ましい。

この答申に基づき、平成 22年度の環境の状況を踏まえ、本年度、運行規制

いて環境審議会に諮問し、検討を行う。

２ 条例規制の概要

(1) 規制地域（右図参照）

神戸市灘区、東灘区、尼崎市、西宮市（北部を

除く）、芦屋市、伊丹市
※ただし、工業専用地域、臨港地区、阪神高速道路５号湾岸線、

ハーバーハイウェイ、中国自動車道及び国道 176号（伊丹市内

の 1.4kmにわたる中国自動車道との併走区間）等は規制を除外

(2) 規制内容

車両総重量８トン以上の自動車（バスについては定員 30 人以上）であ

NOx･PM 法で定める対策地域内の場所を使用の本拠として登録できない車

内を運行できない。
※ただし、法の猶予期間（新車として登録された年月日・車種ごとに猶予期間が設けられている

た期間は規制を猶予

３ 環境の状況等

(1) 環境の状況

ディーゼル自動車等運行規制条例により、阪神東南部地域の環境は着実

ており、測定局における環境基準は概ね達成されてきている。

しかしながら、尼崎公害訴訟和解条項に基づき国土交通省(道路管理者

国道 43号に設置した監視測定局３局のうち２局においては、依然として

未達成の状況が続いている。
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二酸化窒素 年平均値の推移
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浮遊粒子状物質 年平均値の推移
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(2) 自動車 NOx・PM 法の状況

国において自動車 NOx・PM 法に基づく総量削減計基本方針が、平成 23年３月 31日に

変更され、対策地域における自動車排出窒素酸化物及び浮遊粒子状物質の削減に関する

目標として、平成 32年度までに NO2及び SPM の大気環境基準を確保すること、平成 27

年度までに、すべての監視測定局における NO2及び SPM の大気環境基準を達成するよう最

善を尽くすこととされた。

４ 検討する内容

環境の状況等及び下記の事項の検証結果を踏まえ、今後の条例のあり方について検討を

行う。

① 現状の発生源別 NOx・PM 排出量

② 大気環境濃度予測モデルの妥当性

③ 規制の条件（エリア・対象車種等）別自動車 NOx・PM 排出量

④ 大気環境濃度予測モデルによる将来大気環境予測濃度

（参考）平成 19～20 年度の条例規制のあり方検討の経緯

年月日 会 議 審議内容

H19.11.30 環境審議会に諮問 「ディーゼル自動車等運行規制のあり方について」諮問

H19.12.5
環境審議会大気環境部会

（第１回）

ディーゼル自動車等運行規制のあり方について

①ディーゼル自動車等運行規制条例再検討の趣旨

②ディーゼル自動車等運行規制条例再検討小委員会の

設置

H20.2.19
ディーゼル自動車等運行規制

条例再検討小委員会（第１回）
①大気汚染予測モデルについて

H20.3.25
ディーゼル自動車等運行規制

条例再検討小委員会（第２回）
①大気汚染予測モデルについての妥当性

H20.5.30
ディーゼル自動車等運行規制

条例再検討小委員会（第３回）

①将来環境濃度予測

②条例規制の効果の検証

H20.6.27
ディーゼル自動車等運行規制

条例再検討小委員会（第４回）

①今後の規制のあり方について

②小委員会報告書のとりまとめ

H20.8.22
環境審議会大気環境部会

（第２回）

①小委員会報告について

②環境審議会答申について


